
(一社)全国ハイヤー・タクシー連合会 2024年2月7日

「どこでタクシーが足りないのか」、類型毎に、客観的データでの議論を
強く要望いたします。3類型として、1)都市部ではタクシー乗務員増加と
「日本型ライドシェア」で解消は時間の問題であり、2)観光地では季節応
援部隊「ニセコモデル」の横展開と抜本的なオーバーツーリズム対策、3)
地方や過疎地はタクシー・自家用有償運送のみならずデマンド交通・バ
ス・鉄道も含めた「地域MaaS」的な包括的解決策が必要です。

米国型ライドシェアは事故・犯罪が多く、働き手の保護が不十分で、日本
社会に馴染みません。仲介するだけのプラットフォーマーは運送の最終責
任を負いません。また、働き手の保護が不十分な為、欧米でも委託から雇用
へ揺り戻し中であり、直近数ヶ月間で、その労働者性の判断基準が示され、最
低賃金や労災・失業手当・団体交渉の権利などが検討されつつあります。

ぜひ我々の結果を見てからデータドリブンで慎重かつ丁寧にご判断頂きた
く思います。タクシーの規制緩和も進み、業界の自助努力とタクシー事業
者管理の「日本型ライドシェア」という総力戦による供給不足解消につい
て、データ上では明らかな兆しが見えてきています。新法検討までの検証
期間が実質1-2ヶ月しかない中で、ライドシェアという一手段に対する拙
速な検討で果たして社会に対し責任が取れるのでしょうか。
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観光地
(インバウンド)

地方
過疎地

都市部

例

●雨の日に…
●駅の乗り場に…

「タクシーが足りない」の中身は異なる

例

●ハイシーズンに…
●深夜帯に…

例

●通院の足の…
●バス撤退地域で…

課題はそれぞれ異なる
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類型１）都市部

答えは、「タクシー乗務員の増加」と「日本型ライドシェア」。
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例えば東京都(特別武三地区)において、タクシー乗務員は急増中。
運賃改定による賃金アップが主な要因です。

 令和５年4月より純増！
 その後も上昇傾向！
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5
※1：東京都(特別武三地区)の乗務員数。「東京タクシーセンター」調べによる。
※2：｢GO｣提供データによる。

東京ではタクシーが捕まりやすくなりつつあり、12月のマッチング率は90%
に達しました。乗務員約4%増加とアプリによる生産性向上がその理由です。

※1 ※2

東京の乗務員数とマッチング率 アプリ活用による効率の違い
(1時間あたりの実車数)



勤務シフトの変更による供給力の最適化を協会を挙げて推進中です。

概算値

（特に7-10時の不足が顕著）

シフトの重なりからも
7時～10時が少ない傾向にあった。
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東京駅八重洲口タクシー乗り場、5列同時乗車が12/28よりスタートし、
タクシー待機列が半減しました！

7
東京交通新聞 2023/2/5



日本経済新聞2023/11/9

＠DIME 2023/5/24

「アプリ専用タクシー」でパート・女性ドライバー増加中です

GO株式会社資料より 8



9

4月から二種免許試験が多言語化され、タクシードライバーが特定技能1号
ビザの対象予定にもなり、外国人ドライバーの増加を期待しています。

朝日新聞デジタル 2023/12/24 朝日新聞デジタル 2024/1/27



ベース需要をタクシーでカバーし、ピーク需要を日本型ライドシェア(NRS)で補完
するのが全体最適な労働分担になります。

ある1日の需要と供給のバランス（あくまで例
示）

ピーク需要を
日本型
ライドシェア
が分担

供
給

需
要

供
給

需
要

ベース需要を
タクシー
が分担
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テスト的に反応を見るプレエントリーが始まり、反応の大きさを実感！

11朝日新聞デジタル 2024/2/2



類型２）観光地（オーバーツーリズム）

答えは、応援部隊を派遣する「ニセコモデル」。

抜本的解決には、オーバーツーリズム対策が必要。
（ピーク時における観光客や自家用車の制限等）
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車両11台・乗務員25名を札幌・東京から応援部隊として派遣(12-3月)。アプリ専用車として運行

中ですが、インバウンド客・自治体・宿泊施設や飲食店・地元タクシー会社も含め、win-winとな

っています！

地元自治体や観光協会、商工会議所をはじめとする
様々なステークホルダーの協力のもと実現

車両と乗務員の「援軍」を送る「ニセコモデル」大成功！

北海道ハイヤー協会・倶知安町・ニセコ町・GO株式会社 資料より

東京交通新聞 2024/1/4紙面より

13



ニセコのお客様の90%がインバウンド、世界51カ国から！
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タクシーだけではなく、包括的なオーバーツーリズム対策が必要です。

観光庁資料



類型３）地方・過疎地

答えは、あらゆる手段の組み合わせ。

・鉄道/バス
・デマンド乗り合い交通
・タクシーの規制緩和(1台から営業所設置可能に)
・自家用有償運送（78条2号、3号）
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デマンド乗り合いタクシーが地域交通の主軸。バス路線を代替するなどして
拡大し、全国約5,000コースに達しています。

17
Taxi Today in Japan 2023



2023/12/20 
第3回デジタル行財政改革会議

国土交通省資料

自治体の要望にほぼ完全に応えるレベルで、自家用有償運送(78条2号)の緩
和が続いています。
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タクシー営業所が5台でなく1台からでも設置可能になり、専用の営業所で

なく町役場やホテルの一角を間借りも可能に。地方の少ないニーズに合わせ
た「マイクロ営業所」が可能に！

19

2023/5 国土交通省資料
「ラストワンマイル・モビリティに係る

制度・運用の改善策」



米国型ライドシェアの問題点

①安全性

安全とは言い難い、、、事故もそうだが性犯罪が多い
（国の違いだけでは説明がつかない）、責任の所在がド
ライバーでプラットフォーマーが最終責任を負わない。
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米国型ライドシェアとタクシーの比較＜事件・事故＞

2020年事件・事故 米国のライドシェア
(米国Uber輸送回数6.5億回に対し)

日本のタクシー
(日本国内輸送回数5.6億回に対し)

身体的暴行事件による死亡 11件 0件

交通事故による死亡 42名 16名

性的暴行事件 998件 19件

第211回国会衆議院国土交通委員会第5号令和5年3月22日 国交省答弁より

2022/7/1CNN 2019/12/6日本経済新聞

約50倍

約3倍

♾倍



米国 Uber ※1 米国 Lyft ※2 日本 タクシー ※3

総数（件） うち強制性交（件） 総数（件） うち強制性交（件） 総数（件） うち強制性交（件）

2016 公表なし 公表なし 公表なし 公表なし 18 0

2017 2,936 229 1,096 93 17 2

2018 3,045 235 1,255 111 21 1

2019 2,826 247 1,807 156 22 0

2020 998 141 公表なし 公表なし 19 0

2021 公表なし 公表なし 公表なし 公表なし 15 0

2022 公表なし 公表なし 公表なし 公表なし 28 1

※1 Uber US Safety Report 2017-2018 および同資料 2019-2020

※2  Lyft Community Safety Report 

※3 警察庁犯罪統計書 令和2年の犯罪 および 同資料、令和元年、平成30年、平成29年、平成28年 場所別認知件数「タクシー内」

…前ページにて参照した数字

UberのみならずLyftでも多くの犯罪や性的暴行が発生している事実が報告されています。

米国型ライドシェアとタクシーの比較＜年次発生数＞
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● 2019年の乗車回数10万回あたりの発生率を強制性交等で比較すると米国0.01764（発生件数247件）に

対し、日本0（発生件数0件）となります。

● 日本の数値を過去5年で平均した値としても 0.00005（発生件数0.4件）であり米国／日本は388倍とな

ります。

乗車回数 10 万回あたりの
強制性交等発生率（＊原典から同一条件可）
（2019年、米国は Uber、日本はタクシー）

人口 10 万人あたりの強制性交等発生率
（＊変更）
（2019年）

米国 0.01764 （乗車回数 14億回、発生件数 247 件）※1 43.5（発生件数 143,224 件）※3

日本 0（乗車回数 8.8 億回、発生件数 0 件）※2
参考：0.00005 （2018-2022年平均 発生件数0.4件）

1.1（発生件数 1,405 件）※4

米国／日本 参考：388倍 39.2倍

※1 Uber US Safety Report p.56 (Non-consensual sexual penetrationの件数)
※2：警察庁犯罪統計書 令和2年の犯罪 および 同資料、令和元年、平成30年、平成29年、平成28年 場所別認知件数「タクシー内」のうち「強姦」

※3：令和4年版犯罪白書（法務省）強制性交等：p.28 ※4：日本の発生件数：男女共同参画白書（内閣府）p.150

約10倍

国の治安事情が異なる点を加味するとしても、ライドシェアがタクシーと同等に安全と

言えるかは慎重な議論が必要と思われます。

米国型ライドシェアとタクシーの比較＜性犯罪の発生率＞
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※調査した限り、2018年時点では同様の注意喚起

が発出されていたと確認できております

2022/7/14 GIGAZINE

最近でも性犯罪の発生による訴訟が起こっています。

Uberがレイプや性的暴行で女性550人から訴えられる

法律事務所が列挙した具体的な性的被害の例は以下の通り。
● 2022年2月、カリフォルニア州チノヒルズで、Uberの運転手が車に同乗していた女性に性的暴行を加えレイプし

ようとした。
● 2021年11月、カリフォルニア州ペリスで、Uberの運転手が乗客の女性をなで回した上でレイプした。
● 2021年8月、Uberの運転手が乗客の女性に自分の車の前席に座るよう説得した上で、強引にキスをして性的暴行

を加えた。
● 2021年10月、ペンシルベニア州ピッツバーグ郊外で、Uberの運転手が女性を目的地まで安全に連れて行かずにレ

イプしようとした。
● 2021年10月、マサチューセッツ州ボストンで、Uberの運転手が女性客をレイプしようとした。

Slater Slater Schulman LLPの創設パートナーであるAdam Slater氏はUberの対策について、「Uberは近年になってこう
した性的暴行の危険を認めていますが、対応は遅く不十分なので、恐ろしい結果をもたらしています」と述べました。

＜以下抜粋引用＞

2024年2月時点でも、在ロサンゼル

ス日本総領事館は「安全の手引き

(2023年5月改訂)」 において、ライ

ドシェアサービスに関する注意喚

起を継続して掲載しています。

2023年5月改訂在ロサンゼルス領事館「安全の手引き」
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2016年 軽井沢スキーバス転落事故 ➡運行会社社長に実刑判決

2023/7/24 日本経済新聞

2023/6/8 日本経済新聞



2022年 知床観光船事故 ➡事業免許更新制の導入、監査の強化

2023年9月7日 日本経済新聞

2023年9月6日 NHK
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2023年11月8日 読売新聞社説(抜粋)

自家用車を使って有償で人を運ぶ「ライドシェア」の解禁に向けて、政府が論議を始めた。
利用者の安全性の確保を最優先に考え、慎重に協議しなければならない。
（中略）
最大の課題は、乗客の安全を守れるかどうかだ。タクシー会社に対しては、車両整備や運転
手の飲酒チェックなどが義務づけられているが、ライドシェアの場合はどうするのか。事故
が起きたときの責任は誰が負うのか。
米国など海外では、ライドシェアに関連した性的暴行や強盗などの事件が後を絶たない。韓
国などは、日本と同様に禁止しており、規制を強化する国も多い。
（中略）
タクシーやバスのない過疎地では、既に一般ドライバーが有料で客を運べる例外措置があ
る。この制度を使いやすくし、対象を広げるのが現実的だろう。
（中略）
経済活動の正常化や訪日外国人客の増加に伴う需要回復に供給が追いつかない状況だが、ま
ずは運転手の確保策を急ぎたい。

タクシー業界も運転手の賃金を引き上げるなど、魅力ある職場にする努力を尽くす必要があ
る。

2023年11月8日 読売新聞

※下線・太字は引用者による



米国型ライドシェアの問題点

②働き手の保護

働き手の保護が十分とは言い難い、、、欧米でも労働の
性質上、委託から雇用の方向へ揺り戻し中。
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米国の最新状況 1月10日：米国労働省がギグワーカーを従
業員とみなす最終規則を発表
3月11日に施行予定2024年1月16日 TECH+
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欧州の最新状況

2023年12月13日 朝日新聞デジタル

12月半ば：暫定合意
12月末：フランス等 一部加盟国の
反発を受けて撤回
1月末時点：継続協議中

2024年1月30日 FOREIGN BRIEF
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日本：個人事業主への配達委託に関する直近の動き

2024年1月16日 日本経済新聞

(一部抜粋）

同様の事例としては、料理宅配サービ
ス「ウーバーイーツ」の配達員らが結
成した労組がある。東京都労働委員会
は運営会社に対して団交に応じるよう
命令したが、会社側は国の機関である
中央労働委員会に再審査を申し立てて
いる。

海外でもネット経由で短期や単発の仕
事を請け負う「ギグワーカー」の労働
法制上での扱いは課題となっている。

欧州連合（EU）では欧州委員会がギ
グワーカーを労働者として保護する法
的基準をまとめようとしている。一
方、企業はギグワーカーが労働者とな
ればコストが増えると懸念している。

Amazon運転手が労組 直接契約で
初、報酬増など要求
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2月5日 朝日新聞社説(抜粋)

2024年2月5日 朝日新聞

一般の人が自家用車を使って有料で客を運ぶ「ライドシェア」が、４月から一部で解
禁される。新技術の活用や社会の変化に応じた規制の見直しは必要だが、働き手にし
わ寄せが及ぶようでは困る。労働者としての権利が守られる仕組みにすべきだ。

（中略）

※下線・太字は引用者による

多様な働き方を認めるという視点は大切だ。だが、企業と働き手個人の力関係は、対
等ではない。効率化の負担が働き手に押しつけられ、賃金低迷や労働環境の劣化につ
ながる事態は避けるべきだ。

宅配サービスなどではすでに個人への業務委託が広がっているが、様々な労働法令の
適用を受ける雇用契約と比べ、働き手の権利保護が後手に回ってきたのが実態だ。現
状のまま、ライドシェアに業務委託を広げるのが適切とは考えられない。働き手に過
重な負担がかかれば、利用者の安全にも影響が及ぶ。
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